
事故車等排除業務協定書

　本州四国連絡高速道路株式会社（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、本州四国連絡道路の○○インターチェンジから○○インターチェンジまでの区間（以下「道路」という。）における小型車（車両総重量おおむね３ｔ未満）又は大型車（車両総重量おおむね３ｔ以上）の事故車等排除業務の実施について、次のとおり協定を締結する。

· 　　　内は、「小型車」又は「大型車」の区分により選択のこと。

（排除業務の範囲）

第１条　乙は、道路において故障、交通事故等の原因により停止している車両（道路の存する県又はこれに隣接する府県の地域に係る災害が発生した場合において、道路における車両の通行が停止し、又は著しく停滞し、車両が緊急通行車両の通行の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれを惹き起こす当該車両を含む。以下「事故車等」という。）の運転手、乗務員又はこれらの関係者（以下「運転者等」という。）からの要請を受けた甲の通報により出動し、事故車等の引起し、牽引等の作業又は軽微な修理等（道路にて危険を伴わない範囲の軽微な修理、燃料油脂等の補給等をいう。）の作業（以下「排除作業」という。）、甲への通報・連絡、安全確保のための措置及び実施した業務の記録・報告その他の協力業務並びにこれらに附帯する業務（以下「排除業務」という。）を実施するものとする。

２　前項の通報には、車両等の状況から甲が事故車等の運転者等に代わり乙に通報した場合（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第７６条の６第３項に基づき、甲が車両を付近の道路外の場所等へ移動等をすることを目的として通報した場合（以下「法第７６条の６第３項に基づく業務の場合」という。）を含む。）を含むものとする。
（排除業務の実施体制）

第２条　乙が排除業務を実施する時間は、毎日０時から２４時までとする。

２　乙は、排除作業を実施するに当たっては、道路の安全かつ円滑な交通を確保することに留意し、迅速かつ適正にこれを行わなければならない。

３　乙は、あらかじめ甲に提出している業務実施体制及び配置車両等（以下「出動体制」という。）に基づき排除業務を実施するものとする。
４　乙は、前項の出動体制を変更しようとする場合は、軽微なものを除き、事前に甲と協議し、甲の承諾を得るものとする。

５　車両の入替え、修理等の原因により、排除業務の実施が困難な場合は、速やかに甲に報告するものとする。

（排除業務に係る料金）

第３条　乙が実施する排除業務に係る料金は、あらかじめ甲に提出している料金の項目、単価、計算方法等を使用するものとする。

２　乙は、前項の料金を変更しようとする場合は、あらかじめ甲に届け出るものとする。

３　乙は、排除業務に係る料金を運転者等から受領した場合は、作業内容等の内訳を記載した領収書を交付するものとする。

　

（施設の貸与等）

第４条　甲は、乙が排除業務を実施するための事務室、車庫等の施設は貸与しないものとする。

２　甲は、道路上において必要があると認める場合は、発炎筒、ラバーコーン及び矢印板等（以下「規制用機材等」という。）を乙に無償で使用させることができる。

（通行料金等）

第５条　乙の排除業務の実施に係る道路の通行料金は、有料とする。ただし、法第７６条の６第３項に基づく業務の場合を除く。

２　乙が、出動したものの現場で事故車等を発見できず、排除業務を実施することができない場合も、前項と同様とする。

３　法第７６条の６第３項に基づく業務の場合において、排除業務を実施したときは、甲がその費用を負担するものとする。
（排除業務実施上の遵守事項）

第６条　乙は、現場において排除作業を実施する場合は、次の各号に掲げる事項を遵守するものとする。

一　排除作業の実施に当たり、緊急時等やむを得ない場合を除き、あらかじめ事故車等の運転者等に対し、排除作業の実施方法及び料金について説明を行い、承諾を得ること。

　二　道路交通の安全及び円滑を図り、現場の状況に応じて、規制用機材等を配置すること。
三　排除作業の関係者等の安全を確保するために、ヘルメット、反射式チョッキ等を必ず着用すること。

　四　事故車等の現場への出発、到着、離脱及び排除作業の開始並びに終了時には、甲に

連絡すること。

　五　事故車等を安全な場所に移動できない事由等が生じた場合は、可能な限り安全を確保した後、直ちに甲及び警察等とその後の措置を協議し、その指示に従うこと。

　六　事故車等の排除作業を行うために道路を移動中に、他の交通事故等の緊急事態又は落下物等を発見した場合は、直ちに甲に通報し、甲の指示に従うこと。

　七　第１条における排除業務実施要請回数の多寡に係ることについては、甲は乙に対し
　責を負わない。
（履行状況の確認等）

第７条　乙は、道路において排除作業を実施した場合は、事故車等排除業務記録簿（標準様式第１号）及び業種別原因別故障等統計表（標準様式第２号）を毎月作成し、当該月分を取りまとめ、翌月の１０日までに甲に提出するものとする。

２　甲は、道路管理上必要がある場合は、前項に定めるもののほか、乙の事前の了解を得た上で、乙の排除業務に関する各種報告を求め、又は乙の排除業務の改善を要請することができる。

３　乙は、前項の要請を受けた場合は、必要な措置を講じること。

（変更の届出）

第８条　乙は、応募資格要件に掲げる各項目に該当する内容について変更が生じた場合には、速やかに甲に届け出ること。

（秘密の保持）

第９条　甲及び乙は、業務上知り得た事項を、事故処理措置上やむを得ない場合（警察、消防等関係機関による事故捜査及び検証）で事故車等の運転者等の了解を得た場合を除き、第三者に漏らしてはならない。

（業務実施中の事故報告）

第１０条　乙は、排除業務の実施中、又は排除業務に関連して事故が発生した場合は、直ちに甲に通報し、甲の指示に従うものとする。

（委託）

第１１条　乙は、協定締結後、排除業務の一部を第三者に委託する場合は、あらかじめ甲

　の承諾を受けなければならないものとする。

２　乙は、応募時に届け出た委託に関する内容を、甲の承諾なしに変更してはならないも
　のとする。

３　甲は、応募時に届け出た委託の相手方である第三者（第１項の規定により第三者への委託を承諾した場合は、当該第三者）を乙とみなし、乙は当該第三者の行う排除業務に関する一切の責を負うものとする。

（協定の解除）

第１２条　甲は、乙が次の各号の一に該当することとなった場合は、この協定を解除する

　ことができる。

一　第２条、第３条、第７条、第８条、第９条及び第１１条の規定に違反したとき。

二　排除業務を実施する者として著しく不適当であると認められる事実が発生したとき。

三　応募時に提出した書類に虚偽の内容が確認されたとき。

四　応募資格要件を満たすことができなくなったとき。
五　協定期間中に法人の役員又は事業所等の代表者が禁錮以上の刑に処せられ、又は処せられたことが発覚した場合。ただし、協定の締結以前に刑の執行を終え、又は刑の執行の免除を受け、その期間が満了している場合を除く。

２　甲又は乙は、この協定を継続し難い特別の事由が生じたときは、協定を解除しようとする日の１ヶ月前までに相手方に通知し、この協定を解除することができるものとする。

（紛争の解決）

第１３条　排除業務の実施に関して、事故車等の関係者と紛争が生じた場合は、乙が責任をもって解決するものとする。ただし、法第７６条の６第３項に基づく業務の場合を除く。

（損害賠償）

第１４条　乙は、排除作業の実施中、又は排除業務に関連して、乙の責に帰すべき事由により甲又は第三者に損害を与えた場合は、その損害の賠償の責を負わなければならない。
２　甲は、乙が排除作業の実施中、又は排除業務に関連して第三者から被った損害に対し、一切の責を負わないものとする。

３　甲は、乙が排除作業の実施中、又は排除業務に関連して甲の責に帰すべき事由により乙に損害を与えた場合は、その損害の賠償の責を負わなければならない。

（協定の有効期間）　　
第１５条　協定の有効期間は、　　　年４月１日から　　年３月３１日までとする。
　ただし、有効期間満了の日の１ヶ月前までに、甲又は乙のいずれからも協定の解除の申出がない場合は、有効期間満了の日の翌日から更に１年間有効とし、以後、この例による。
（疑義事項）

第１６条　この協定に定めのない事項その他疑義を生じた事項については、その都度、甲乙協議の上、定めるものとする。

　この協定の証として、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。
　　　　　年　月　日

　　　　　　甲　本州四国連絡高速道路株式会社
○○管理センター

　　　　　　　　　所　長　　

　　　　　　乙
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